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旧 新 

(重ね建長屋) 
第 10 条 主要構造部が準耐火構造以外の

重ね建長屋で、2 階の床面積の合計が
100 平方メートルを超える建築物の構
造は、次に掲げるところによらなければ
ならない。 

 
(1)(2) （略） 
2 （略） 
 
(出口及び敷地内の通路) 
第12条 （略）            

2 主要構造部が準耐火構造であるか、又
は不燃材料で造られている建築物に関
する前項の規定の適用については、同項
第 1 号中「100 平方メートル」とあるの
は「200 平方メートル」と、同項第 2 号
中「50 平方メートル」とあるのは「100
平方メートル」とする。 

 
 
3～6 （略） 

 
(床等の構造) 
第19条 （略） 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
(構造) 
第24条 （略） 
（新設） 
 
 
(たな状寝所)             
第26条 ホテル又は旅館の用途に供する

建築物で、たな状寝所を有する宿泊室の
床面積の合計が150平方メートルを超え
るものは、主要構造部を準耐火構造(1時
間準耐火基準に適合するものに限る。第
44条、第49条第2項及び第51条第1号にお
いて同じ。)としなければならない。 

2～3 （略） 
（新設） 
 
 
 
 
 
(前面空地等) 
第33条 （略）         
2 興行場等の主要構造部(屋根を除く。)

(重ね建長屋) 
第 10 条 主要構造部を準耐火構造とした

建築物（特定主要構造部を耐火構造とし
た建築物を含む。）以外の重ね建長屋で、
2階の床面積の合計が 100平方メートル
を超える建築物の構造は、次に掲げると
ころによらなければならない。 

(1)(2) （略） 
2 （略） 
 
(出口及び敷地内の通路) 
第12条 （略）            

2 主要構造部を準耐火構造とした建築物
（特定主要構造部を耐火構造とした建
築物を含む。）又は主要構造部が不燃材
料で造られている建築物に関する前項
の規定の適用については、同項第 1 号中
「100 平方メートル」とあるのは「200
平方メートル」と、同項第 2 号中「50 平
方メートル」とあるのは「100 平方メー
トル」とする。 

3～6 （略） 
 

(床等の構造) 
第19条 （略） 
2 建築物が火熱遮断壁等で区画されてい

る場合における当該火熱遮断壁等によ
り分離された部分が2以上ある建築物の
当該建築物の部分は、前項の規定の適用
については、それぞれ別の建築物とみな
す。 

 
(構造) 
第24条 （略） 
2 第19条第2項の規定は、前項に規定する

建築物について準用する。 
 
(たな状寝所)             
第26条 ホテル又は旅館の用途に供する

建築物で、たな状寝所を有する宿泊室の
床面積の合計が150平方メートルを超え
るものは、主要構造部を1時間準耐火基
準に適合する準耐火構造(特定主要構造
部を耐火構造としたものを含む。)とし
なければならない。 

2～3 （略） 
4 第19条第2項の規定は、前3項に規定す

る建築物について準用する。この場合に
おいて、第19条第2項中「前項」とある
のは、「前3項」と読み替えるものとす
る。 

 
(前面空地等) 
第33条 （略）         
2 興行場等の特定主要構造部(屋根を除
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が耐火構造の場合には、前項の前面空地
に次に掲げる構造の歩廊を設け、又はそ
の部分を第1号及び第3号に定める構造
の寄り付きとすることができる。 
(1)～(3) （略） 

3～4 （略） 
 
(屋外への出口の幅)                         
第34条 興行場等の客用の屋外への出口

の幅の合計は、その出口を使用して避難
する客席の床面積10平方メートルにつ
き主要構造部(屋根を除く。)が耐火構造
の建築物にあっては、17センチメートル
(その他のものにあっては、20センチメ
ートル)以上の割合で計算して得た数値
以上で、かつ、その数値を1.2メートル
以上としなければならない。 

2 （略） 
 
(敷地内通路) 
第36条 （略） 
2 （略）           
3 第1項の建築物の主要構造部(屋根を除

く。)が耐火構造である場合は、同項の
規定にかかわらず、同項の敷地内通路に
第33条第2項に定める構造の歩廊を設け
ることができる。 

 
(廊下及び広間の類) 
第37条 （略） 
2 （略） 
3 興行場等で客席の床面積の合計が150

平方メートル (主要構造部 (屋根を除
く。)が耐火構造のものにあっては、300
平方メートル)以下の場合には、第1項の
規定にかかわらず、客席の両側に設ける
廊下又は広間の類は、片側とすることが
できる。 

 
(避難階以外の階にある興行場等の構造) 
第42条 （略） 

2～3 （略） 
（新設） 
 
 
(浴室の構造) 
第44条 公衆浴場の用途に供する建築物

については、次のいずれかに該当する部
分の主要構造部を準耐火構造としなけ
ればならない。 

 
 
(1)(2) （略） 

 
(建築物の一部に設ける場合の構造) 

く。)が耐火構造の場合には、前項の前
面空地に次に掲げる構造の歩廊を設け、
又はその部分を第1号及び第3号に定め
る構造の寄り付きとすることができる。 
(1)～(3) （略） 

3～4 （略） 
 
(屋外への出口の幅)                         
第34条 興行場等の客用の屋外への出口

の幅の合計は、その出口を使用して避難
する客席の床面積10平方メートルにつ
き特定主要構造部(屋根を除く。)が耐火
構造の建築物にあっては、17センチメー
トル(その他のものにあっては、20セン
チメートル)以上の割合で計算して得た
数値以上で、かつ、その数値を1.2メー
トル以上としなければならない。 

2 （略） 
 
(敷地内通路) 
第36条 （略） 
2 （略）           
3 第1項の建築物の特定主要構造部(屋根

を除く。)が耐火構造である場合は、同
項の規定にかかわらず、同項の敷地内通
路に第33条第2項に定める構造の歩廊を
設けることができる。 

 
(廊下及び広間の類) 
第37条 （略） 
2 （略） 
3 興行場等で客席の床面積の合計が150

平方メートル(特定主要構造部(屋根を
除く。)が耐火構造のものにあっては、
300平方メートル)以下の場合には、第1
項の規定にかかわらず、客席の両側に設
ける廊下又は広間の類は、片側とするこ
とができる。 

 
(避難階以外の階にある興行場等の構造) 
第42条 （略） 

2～3 （略） 
4 第19条第2項の規定は、前項に規定する

建築物について準用する。 
 
(浴室の構造) 
第44条 公衆浴場の用途に供する建築物

については、次のいずれかに該当する部
分の主要構造部を1時間準耐火基準に適
合する準耐火構造（特定主要構造部が耐
火構造であるものを含む。）としなけれ
ばならない。 

(1)(2) （略） 
 
(建築物の一部に設ける場合の構造) 
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第49条 （略） 
2 前項の建築物で自動車を収容する部分

が1階にあり、その部分の床面積の合計
が100平方メートル未満で、かつ、その
部分の主要構造部(直上階の床を含む。)
を準耐火構造(開口部は、特定防火設備
とする。)としてその他の部分と区画し
たものについては、前項の規定は、適用
しない。 

 
 (他の用途部分との区画) 
第51条 建築物の一部に車庫等を設ける
場合は、次に掲げるところによらなけれ
ばならない。      
(1) 第49条第1項の規定による適用を受

けるものは、界壁を準耐火構造とし、
その開口部には、特定防火設備を設け
ること。 

(2)～(4) （略）   
 
 (制限の適用除外) 
第51条の9 前条に規定する斜面地建築物

の階数の限度(以下「階数の限度」とい
う。)の規定は、次の各号のいずれかに
該当する建築物については、適用しな
い。 

(1) 法第55条第3項、第59条の2第1項、
第86条第3項若しくは第4項又は第86
条の2第2項若しくは第3項の規定によ
る許可を受けたもの 

(2)～(5) （略） 
 

(既存建築物に対する制限の緩和) 
第54条 法第3条第2項の規定により、第18
条、第24条、第26条、第31条第2項、第42
条第3項、第44条、第48条及び第49条の
規定の適用を受けない建築物の増築及
び改築については、工事の着手が基準時
(法第3条第2項の規定により引き続きそ
れらの規定の適用を受けない時間の始
期をいう。)以後である増築(当該建築物
の主たる用途以外の部分に限る。)及び
改築に係る部分の床面積の合計が50平
方メートル以下とする場合においては、
法第3条第3項第3号及び第4号の規定に
かかわらず、これらの規定は、適用しな
い。 

 
 
 
 
2 法第3条第2項の規定により、第7条、第

8条、第11条、第12条、第17条、第18条、
第20条、第24条、第26条、第28条、第31
条第2項、第32条から第40条まで、第42

第49条 （略） 
2 前項の建築物で自動車を収容する部分

が1階にあり、その部分の床面積の合計
が100平方メートル未満で、かつ、その
部分の主要構造部(直上階の床を含む。)
を1時間準耐火基準に適合する準耐火構
造(開口部は、特定防火設備とする。)と
してその他の部分と区画したものにつ
いては、前項の規定は、適用しない。 

 
 (他の用途部分との区画) 
第51条 建築物の一部に車庫等を設ける
場合は、次に掲げるところによらなけれ
ばならない。      
(1) 第49条第1項の規定による適用を受

けるものは、界壁を1時間準耐火基準
に適合する準耐火構造とし、その開口
部には、特定防火設備を設けること。 

(2)～(4) （略）   
 
 (制限の適用除外) 
第51条の9 前条に規定する斜面地建築物

の階数の限度(以下「階数の限度」とい
う。)の規定は、次の各号のいずれかに
該当する建築物については、適用しな
い。 

(1) 法第55条第4項、第59条の2第1項、
第86条第3項若しくは第4項又は第86
条の2第2項若しくは第3項の規定によ
る許可を受けたもの 

(2)～(5) （略）  
 
(既存建築物に対する制限の緩和) 
第54条 法第3条第2項の規定により、第17

条の規定の適用を受けない特殊建築物
について、次の各号のいずれかに定める
範囲内において増築又は改築をする場
合においては、法第3条第3項の規定にか
かわらず、第17条の規定は、適用しない。 
(1)次のいずれにも該当するものである

こと。 
ア 増築又は改築に係る部分が火熱

遮断壁等で区画されるものである
こと。 

イ 増築又は改築に係る部分が、令第 
137条の2の2第2項第1号ロに規定す
る基準に適合するものであること。 

(2)工事の着手が基準時以後である増築
又は改築に係る部分の対象床面積の
合計が50平方メートルを超えないも
のであること。 

2 第3条第2項の規定により、第9条第1号
若しくは第2号、第10条第1項、第18条、
第19条、第24条、第26条第1項、第31条
第2項（第18条の規定を準用する部分に

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView


5 

 

旧 新 

条第3項、第44条、第48条及び第49条の
規定の適用を受けない建築物に係る大
規模の修繕又は大規模の模様替えにつ
いては、これらの規定は、適用しない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

限る。）、第42条第3項、第44条、第45条、
第48条又は第49条の規定の適用を受け
ない特殊建築物について、次の各号のい
ずれか（劇場の客席、病院の病室、学校
の教室その他の当該特殊建築物の主た
る用途に供する部分に係る増築にあっ
ては、第1号）に定める範囲内において
増築又は改築をする場合においては、法
第3条第3項の規定にかかわらず、これら
の規定は、適用しない。 
(1)次のいずれにも該当するものである

こと。 
  ア 増築又は改築に係る部分が火熱

遮断壁等で区画されるものである
こと。 

  イ 増築又は改築に係る部分が、令第 
137条の4第1号ロに規定する基準に
適合するものであること。 

(2)工事の着手が基準時以後である増
築又は改築に係る部分の対象床面積
の合計が50平方メートルを超えない
ものであること。 

3 法第3条第2項の規定により、第8条、第
10条第2項、第12条第1項から第3項まで、
第16条、第25条第2項、第30条、第31条
第1項第3号、第34条、第39条から第41条
まで、第42条第1項若しくは第2項又は第
50条第3号の規定の適用を受けない建築
物について、次の各号のいずれか（居室
の部分に係る増築にあっては、第1号）
に定める範囲内において増築又は改築
をする場合においては、法第3条第3項の
規定にかかわらず、これらの規定は、適
用しない。 
(1)次のいずれにも該当するものである

こと。 
ア 増築又は改築に係る部分及びそ

の他の部分が、増築又は改築後にお 
いて、それぞれ令第117条第2項各号
のいずれかに掲げる建築物の部分
となるものであること。 

  イ 増築又は改築に係る部分が、第8
条、第10条第2項、第12条第1項から
第3項まで、第16条、第25条第2項、
第30条、第31条第1項第3号、第34条、
第35条、第39条から第41条まで、第
42条第1項若しくは第2項又は第50
条第3号の規定する基準に適合する
ものであること。 

(2) 増築又は改築に係る部分の対象床
面積の合計が基準時における延べ床
面積の20分の1を超えず、かつ、当該
増築又は改築が当該増築又は改築に
係る部分以外の部分における避難の
安全上支障とならないものであるこ
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（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 

と。 
4 法第3条第2項の規定により、第12条第

4項から第6項まで、第29条、第31条第1
項第4号、第33条又は第36条の規定の適
用を受けない建築物について、増築（居
室の部分に係るものを除く。以下この項
において同じ。）又は改築に係る部分の
対象床面積の合計が基準時における延
べ床面積の20分の1を超えず、かつ、当
該増築又は改築が当該増築又は改築に
係る部分以外の部分における避難及び
消火の安全上支障とならないものであ
る場合においては、法第3条第3項の規定
にかかわらず、これらの規定は、適用し
ない。 

5 法第3条第2項の規定により、第9条第3
号又は第51条の規定の適用を受けない
建築物について、次の各号のいずれかに
定める範囲内において増築又は改築す
る場合においては、法第3条第3項の規定
にかかわらず、これらの規定は、適用し
ない。 

 (1) 次のいずれにも該当するものである
こと。 

  ア 増築又は改築に係る部分が火熱
遮断壁等で区画されているもので
あること。 

  イ 増築又は改築する部分が、第9条
第3号又は第51条に規定する基準に
適合するものであること。 

(2) 増築又は改築に係る部分の対象床面
積の合計が基準時における延べ面積
の20分の1を超えず、かつ、当該増築
又は改築が当該増築又は改築に係る
部分以外の部分における延焼の危険
性を増大させないものであること。 

6 法第3条第2項の規定により、第9条第1
号若しくは第2号、第10条第1項、第18条、
第19条、第24条、第26条第1項、第31条
第2項（第18条の規定を準用する部分に
限る。）、第42条第3項、第44条、第45条、
第48条又は第49条の規定の適用を受け
ない建築物について、当該建築物におけ
る大規模の修繕又は大規模の模様替を
する場合においては、法第3条第3項の規
定にかかわらず、これらの規定は、適用
しない。 

7 法第3条第2項の規定により、第8条、第
10条第2項、第12条、第16条、第25条第
2項、第29条、第30条、第31条第1項第3
号若しくは第4号、第33条、第34条、第
36条、第39条から第41条まで、第42条第
1項若しくは第2項又は第50条第3号の規
定の適用を受けない建築物について、当
該建築物における屋根又は外壁に係る
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大規模の修繕又は大規模の模様替であ
って、当該建築物の避難の安全上支障と
ならないものを行う場合においては、法
第3条第3項の規定にかかわらず、これら
の規定は、適用しない。 

8 法第3条第2項の規定により、第9条第3
号又は第51条の規定の適用を受けない
建築物について、当該建築物における屋
根又は外壁に係る大規模の修繕又は大
規模の模様替をする場合においては、法
第3条第3項の規定にかかわらず、これら
の規定は、適用しない。 

9 法第3条第2項の規定により、第7条、第
11条、第28条、第32条、第47条又は第47
条の2第1項の規定の適用を受けない建
築物について、当該建築物における当該
建築物の用途の変更（当該変更後に当該
建築物の利用者の増加が見込まれない
ものを除く。）を伴わない大規模の修繕
又は大規模の模様替であって、市長が交
通上、安全上、防火上及び衛生上支障が
ないものとして認めて許可するものを
行う場合においては、法第3条第3項の規
定にかかわらず、これらの規定は、適用
しない。 

10 法第3条第2項の規定により、第9条第
1号から第3号まで、第10条第1項、第17
条、第18条、第19条、第24条、第26条第
1項、第31条第2項（第18条の規定を準用
する部分に限る。）、第42条第3項、第
44条、第45条、第48条、第49条又は第51
条の規定の適用を受けない建築物であ
って、これらの規定に規定する基準の適
用上一の建築物であっても別の建築物
としてみなすことができる部分として
令第 109条の8に規定する建築物の部分
（以下この項において「独立部分」とい
う。）が2以上あるものについて増築、改
築、大規模の修繕又は大規模の模様替
（以下この条において「増築等」とい
う。）をする場合においては、法第3条第
3項の規定にかかわらず、当該増築等を
する独立部分以外の独立部分に対して
は、これらの規定は、適用しない。 

11 法第3条第2項の規定により、第8条、
第10条第2項、第12条第1項から第3項ま
で、第16条、第25条第2項、第30条、第
31条第1項第3号、第34条、第39条、第40
条、第42条第1項若しくは第2項又は第50
条第3号の規定の適用を受けない建築物
であって、これらの規定に規定する基準
の適用上一の建築物であっても別の建
築物としてみなすことができる部分と
して令第 117条第2項各号に掲げる建築
物の部分（以下この項において「独立部
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分」という。）が2以上あるものについて
増築等をする場合においては、法第3条
第3項の規定にかかわらず、当該増築等
をする独立部分以外の独立部分に対し
ては、これらの規定は、適用しない。 

12 法第3条第2項の規定により、第41条の
規定の適用を受けない建築物であって、
同条に規定する基準の適用上一の建築
物であっても別の建築物としてみなす
ことができる部分として令第 126条の2
第2項各号に掲げる建築物の部分（以下
この項において「独立部分」という。）
が2以上あるものについて増築等をする
場合においては、法第3条第3項の規定に
かかわらず、当該増築等をする独立部分
以外の独立部分に対しては、第41条の規
定は、適用しない。 

13 法第3条第2項の規定により、第9条第
4号、第17条の2第1項若しくは第2項、第
20条、第20条の2、第22条第1項、第23条、
第25条第1項、第31条第1項第1号若しく
は第2号若しくは第2項（第22条第1項又
は第 23条の規定を準用する部分に限
る。）、第35条、第37条、第38条、第47条
の2第2項若しくは第3項、第50条第1号若
しくは第4号又は第51条の2の規定の適
用を受けない建築物について増築等を
する場合においては、法第3条第3項の規
定にかかわらず、当該増築等をする部分
以外の部分に対しては、これらの規定
は、適用しない。 

14 第10項（第9条第3号、第17条及び第
51条に係る部分を除く。）、第11項及び
第13項（第17条の2第2項、第20条、第
20条の2（第17条の2第2項の規定を準用
する部分に限る。）、第25条第1項、第37
条又は第50条第1号に係る部分に限
る。）の規定は、法第3条第2項の規定に
より、第8条、第9条第1号若しくは第2
号、第10条、第12条第1項から第3項ま
で、第16条、第17条の2第2項、第18条
から第20条まで、第20条の2（第17条の
2第2項の規定を準用する部分に限
る。）、第24条、第25条、第26条第1
項、第30条、第31条第1項第3号若しく
は第2項（第18条の規定を準用する部分
に限る。）、第34条、第37条、第39条、
第40条、第42条、第44条、第45条、第
48条、第49条又は第50条第1号若しくは
第3号の規定の適用を受けない建築物の
用途を変更する場合について準用す
る。この場合において、第10項中「増
築、改築、大規模の修繕又は大規模の
模様替（以下この条において「増築
等」という。）」とあるのは「用途の変
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(建築物の主要構造部に関する制度の特
例)  
第54条の2 主要構造部が令第108条の4第

1項第1号又は第2号に該当する建築物
(次項に規定する建築物を除く。)に対す
る第10条、第12条第2項及び第3項、第26
条第1項、第33条第2項、第34条第1項、
第36条第3項、第37条第3項、第41条第2
項、第44条、第45条、第49条第2項並び
に第51条第1号及び第2号の規定(次項に
おいて「耐火性能関係規定」という。)
の適用については、当該建築物の部分で
主要構造部であるものの構造は、耐火構
造とみなす  

2 主要構造部が令第108条の4第1項第1号
に該当する建築物(当該建築物の主要構
造部である床又は壁(外壁を除く。)の開
口部に設けられた防火設備の性能につ
いて、防火区画検証法により確かめられ
たものであるものに限る。)及び主要構
造部が同項第2号に該当する建築物(当
該建築物の主要構造部である床又は壁
(外壁を除く。)の開口部に設けられた防
火設備の性能について、国土交通大臣の
認定を受けたものであるものに限る。)
に対する第12条第2項、第26条第1項、第
33条第2項、第34条第1項、第36条第3項、
第37条第3項、第41条第2項、第44条、第
45条、第49条第2項並びに第51条第1号及
び第2号の規定(以下この項において「防
火区画等関係規定」という。)の適用に
ついては、当該建築物の部分で主要構造
部であるものの構造は耐火構造と、これ
らの防火設備の構造は特定防火設備と
みなし、これらの建築物に対する防火区
画等関係規定以外の耐火性能関係規定
の適用については、これらの建築物の部
分で主要構造部であるものの構造は、耐
火構造とみなす。 

 
 
 

更」と、「当該増築等」とあるのは「当
該用途の変更」と、第11項及び第13項
中「増築等」とあるのは「用途の変
更」と、「第3条第3項」とあるのは
「第87条第3項」と読み替えるものとす
る。 

 
(建築物の特定主要構造部に関する制度の
特例)  
第54条の2 特定主要構造部が令第108条

の4第1項第1号又は第2号に該当する建
築物(次項に規定する建築物を除く。)に
対する第10条、第12条第2項及び第3項、
第26条第1項、第33条第2項、第34条第1
項、第36条第3項、第37条第3項、第41条
第2項、第44条、第45条、第49条第2項並
びに第51条第1号及び第2号の規定(次項
において「耐火性能関係規定」という。)
の適用については、当該建築物の部分で
特定主要構造部であるものの構造は、耐
火構造とみなす  

2 特定主要構造部が令第108条の4第1項
第1号に該当する建築物(当該建築物の
特定主要構造部である床又は壁(外壁を
除く。)の開口部に設けられた防火設備
の性能について、防火区画検証法により
確かめられたものであるものに限る。)
及び特定主要構造部が同項第2号に該当
する建築物(当該建築物の特定主要構造
部である床又は壁(外壁を除く。)の開口
部に設けられた防火設備の性能につい
て、国土交通大臣の認定を受けたもので
あるものに限る。)に対する第12条第2
項、第26条第1項、第33条第2項、第34条
第1項、第36条第3項、第37条第3項、第
41条第2項、第44条、第45条、第49条第
2項並びに第51条第1号及び第2号の規定
(以下この項において「防火区画等関係
規定」という。)の適用については、当
該建築物の部分で特定主要構造部であ
るものの構造は耐火構造と、これらの防
火設備の構造は特定防火設備とみなし、
これらの建築物に対する防火区画等関
係規定以外の耐火性能関係規定の適用
については、これらの建築物の部分で特
定主要構造部であるものの構造は、耐火
構造とみなす。 

 

 


